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「新しい福祉

代まで日本の

国家」体制であ

保護・規制を核

る。そして 年

治」はこの従来

本稿の目的は

国家」を標榜する渡辺治氏，

「社会統合」を実現してきた構

ったとしている。終身雇用，

とする地域支配が社会保障を

代以降現在に至るまで，グロ

型「社会統合」を激しく動揺

，企業社会のあり方と並行

後藤道夫氏，二宮厚美氏らは

造が「強力な企業社会＋利益

年功序列賃金を核とする企業

一部代替し国民の多数派を惹

ーバル化を原因とする「多国

させているとされる。

して，「社会統合」に重大な影

，高度成長期以降 年

誘導政治＋未熟な福祉

支配と公共事業と各種

き付けてきたとしてい

籍企業化＋構造改革政

響を与えてきた「利益

誘導政治」そし

が如何なる経済

つまり過去の

財政構造（誰か

親和的であるか

ケインズ派の成

負担と社会的給

むことが可能だ

て「構造改革政治」，さらに

成長レジームを可能にしてき

「利益誘導政治」，現在の「構

らどんな方法でとり，誰にどんな

分析する。よって本稿はポス

長レジーム分析は政府負債

付・再分配」の相対的関係を

からである。

渡辺，後藤，二宮氏らが主張

たか，しうるか，を理論的に

造改革政治」，望ましい未来の

方法で再分配するか）が如何な

トケインズ派の成長レジーム

による公的支出・需要変化の

社会的間接賃金の所得分配変

する「新しい福祉国家」

解明することである。

「新しい福祉国家」の

る経済成長レジームと

分析を用いる。ポスト

影響分析に加え，「財政

化として分析に取り込

（ ）



第一章

利益誘導政治，構

利益誘導政治，構造改革

造改革政治，新福祉国家（関野）

政治，新福祉国家――所得再分配の三類型――

１ １ 利

高度成長

「利益誘導政

日本に固有

義的地域動員

二宮（

益誘導政治

期から 年代まで，財政政策

治」と呼ばれる政策である。

な対応策であり，「伝統的保守

等と呼ばれる一連の政策であ

）によると，この利益誘導政

を軸に日本の政治に大きな影

これは中間層（自営業，中小企

派の利益誘導政治，ケインズ

る」（二宮（ ） 頁）。

治は５つの内容からなる。

響を及ぼした政策体系は

業，農家等）に対する戦後

主義的土建国家，開発主

「第一に保守政治家が族議

員として各種

える」という

た輸出主導

期の地域開

三に」「公共

のトライア

りだされ」「

しいスクラッ

公共事業や補助金，公的投融

伝統的保守の政治基盤形成で

型経済の産業基盤の整備」「社

発政策」や「七〇年代後半以

事業における族議員，建設省

ングルを形成」したことであ

土建国家的ケインズ主義」と

プ・アンド・ビルドの過程を

資を地元に引っ張ってくる

ある
）
。「第二に」「戦後重化

会資本建設」を担ったことで

降の公共事業優先の成長政策

，ゼネコンのつながりを典型

る。「国・地方の財政構造に公

呼ばれた
）
。「第四に」「地域経

通じてではあるが，再生産

ことを条件に集票基盤を整

学工業化とその上に立脚し

ある。これは「高度成長

」などに現れている
）
。「第

として，政・官・財の鉄

共事業優先の構造がつく

済に根ざす中間層を，激

する機能を担った」ことで

ある。このこ

とったこと
）
」

味をもって

を含んでいる

果たしてき

子育てや老人

きた」（二宮

とはさらに「保守政治家が農

「中小企業の存続が輸出主導

きたこと
）
」「公共事業が地域経

。「第五に」「中間層の存続を

た」ことである。「防災や治安

の世話……中間層はこの地域

（ ） 頁）。

家や中小商工業者を集票基

型成長を遂げる大企業体制の

済をゆがんだ形ではあれ維持

通じて，地域コミュニティ

，相互扶助，町内会・自治会

コミュニティの諸機能に極

盤にして一定の保護措置を

基盤を形成して積極的意

する役割を担ったこと
）
」

の維持にそれなりの機能を

活動，祭りや伝統文化，

めて重要な役割を果たして

以上の利益

である。利

「中間集団が

族社会内部

である（二宮

このような

成されること

誘導政治の役割とは，「中間

益誘導政治と結びついた地域

地域福祉の担い手として機能

に封じ込められ」「地縁・血縁

（ ） 頁
）
）。

「土建国家による福祉国家の

となった。後藤（ ）によ

層に対して福祉国家の代替的

中間層は福祉国家よりも土建

するかぎり，福祉国家に対す

の相互扶助が福祉国家の代替

代替」故に，日本において

ると一般的な福祉国家の段階

機能を発揮してきたこと」

国家を志向する
）
。つまり

る社会的需要は地域・家

的機能を担ってきた」の

は「未熟な福祉国家」が形

規定は二段階からなる。

「第一段階」

のである。そ

ら中間階層

消費を可能に

労働組合＋

「未熟な福祉

はいわゆるベヴァリッジ・プ

の上で「第二段階」「豊かな

に拡大され，「フォード主義的

する所得保障機能をもつので

社会民主主義政党であり，社

国家」の特徴は「第一段階」

ランの水準であり，ナショナ

社会」段階が存在する。ここ

な蓄積体制との密接な連関の

ある。その担い手は巨大製

会民主主義的合意が制度化さ

水準のかろうじての成立と

ルミニマムを想定したも

では施策対象が貧困層か

発生」が見られる。大量

造業半熟練労働者層中心の

れる。そして戦後日本の

「第二段階」水準の不在・

（ ）



脆弱＋企業社会

準は 年代以降

下でも厳しく選

立命館経済

，利益誘導政治による代替

，大幅に引き上げられたが，

別することで保護受給者は減

学（第 巻・第４号）

であるとされる（同上， 頁

政策対象を「非 働世帯」に

少し続けた。受給世帯におけ

）。例えば，生活保護基

絞り込み，保護基準以

る 働世帯の比率は

年には ％強だ

の生活保障から

またこのよう

び「大規模な

年まで４ ６

（ 諸国平均

ったが 年には ％となる

切り離されていったのである

な利益誘導政治は，「累進型

国債発行」に支えられる構造

，を参

％台と高いこと（ 諸国

％台），消費課税が３ ４％
）

。生活保護制度は，低賃金層

（後藤（ ） 頁）。

の直接税中心の税制
）
」「中央集

をもっていた（同上， 頁

考に，日本の法人所得税負担

平均２％台），個人所得税が

台と低いこと（ 諸国平

，労働能力ある貧困層

権的な財政構造」およ

）。関野満夫（ ）は

率（対 比率）が

４ ６％台と低いこと

均９ ％台）を指摘し

ている（同上，

年の ％をピ

１ ２ 構造

年代に入り

いる。第一に世

社会経済基盤

化が進み規制緩

頁）。歳入における国債依存

ークに 年まで ％前後で推

改革政治

，利益誘導政治は激しく動揺

界経済のグローバル化に伴い

（地方道路，港湾，ダム等）が過

和が徹底され，農業，商業，

率は 年に ％だったもの

移した（後藤（ ） 頁）。

し始める。二宮（ ）はそ

，日本の大企業の多国籍企業

剰・不要化しつつあること。

流通サービス業などに対する

が 年には ％超，

の理由を３つ指摘して

化が進み，輸出主導型

第二に資本・貿易自由

保護政策が撤廃された

こと。そして第

っていることで

企業にとって

財政膨張，負担

規制と保護によ

うことである

よって利益誘

三に財政危機の深刻化により

ある（同上， 頁）。渡

「二重の高コスト体質」という

増が企業の法人税負担増加，

る弱小産業の存続が部品調達

（同上， 頁）。

導政治からの転換をはかる

，土建国家型公共事業，農業

辺（ ）によれば，利益誘導

意味をもっている。ひとつは

国際競争力低下を招くという

や賃金面でコスト増加，国際

ため「構造改革政治」，なかで

関係予算が見直しとな

政治は多国籍化した大

利益誘導政治のための

ことである。ふたつは

競争力低下を招くとい

も企業負担削減に焦点

をあてた「財政

建」と「財政構

を減らし歳入を

の競争力低下の

いる弱小産業部

をもっている」

この「企業負

構造改革」が推進される。

造改革」とは似て非なるもの

増やして財政を再建・均衡化

原因の一つである法人税を減

門への財政支出を減らすとい

（同上， 頁）。

担削減」という目的に添った

ここで重要なことは渡辺（

であることである。「財政構

させること一般を目的として

らし，かつ同じく企業の競争

う見地からの歳入・歳出の抜

財政構造改革は歳出・支出削

）によれば，「財政再

造改革とはたんに歳出

いるのではなく，企業

力低下の要因となって

本的見直しという目的

減対象としての「公共

事業改革」「地

まず第一に

省関係補助金な

企業等，不効率

二宮（ ）に

となり， 年代

方行政改革」「社会保障制度改

「公共事業改革」であるが，整

ど公共事業費が財政硬直化の

部門，階層を人為的に保護・

よれば， 年代半ば以降，「公

半ばには国，地方自治体，公

革」，歳入面での「税制改革

備新幹線やウルグアイラウン

最大要因とされる。またこれ

存続し，新たなムダを生むと

共事業の大半が建設国債に

団，事業団等の公共投資財源

」により構成される。

ド農業合意対策
）
，建設

らのムダが農業，中小

される（同上， 頁）。

よって支えられる体制」

の総額が 兆円に達

（ ）



した。その内

経済が経済

政危機は深刻

利益誘導政治，構

の 兆円，６割が公債，借

効果を発揮すれば（公共事業の

化しないはずである。しか

造改革政治，新福祉国家（関野）

入金依存である（同上，

刺激 景気回復 経済成長 税

し，公共事業の需要拡大効果

頁）。この公共事業依存型

収増大 財政赤字縮小），財

の限界（建設事業乗数効果の

低下），不良

れ，財政危機

新規発行枠

体的な形を

億円から

第二に「地

化による企業

債権処理の増加，建設業の過

は慢性化，累積国債利払いの

兆円の制限」「道路公団改革

取りながら進行している。進

年 兆 億円へ削減され

方行政改革
）
」であるが，これ

への高負担を一貫して問題と

剰能力状態等により，需要・

増加という悪循環が起こっ

・民営化」「地方切り捨てと

藤兵氏によると，行政投資

た（後藤，暉峻，進藤，渡辺

は財政中に占める地方財政

している。よって地方に対

所得の拡大効果は限定さ

た。公共事業改革は「国債

都市基盤整備」といった具

（公共事業）額は 年 兆

（ ） 頁）。

の比率の大きさとその硬直

する補助金の見直し，地方

交付税の見直

負担に直結

方分権推進

改革」は１．

治体間格差調

度改編（義務

総削減額の６

さらに地方財

しが進められ地方財政の「自

させることになり，全体とし

」の名のもとに合理化される

「地方交付税制度抜本改編」

整のみに運用），人口数万以下

教育費国庫負担金削減，介護・

８割程度の税源移譲，よ

政削減を進めるため「合併特

立性」が追求される。それ

ての地方財政膨張を抑制し地

（渡辺（ ） 頁）。現在の

，交付税のナショナルミニマ

小規模自治体への交付金削減

保育等福祉事業補助金削減，土木

り構成されている（後藤，暉峻

例法」期限を 年３月と

は地方財政を地域住民の税

域間不均衡を生むが，「地

「三位一体」の「地方行政

ムな財政保障機能廃止（自

，２．国庫補助負担金制

関連事業補助金削減），３．

，進藤，渡辺（ ） 頁
）
）。

し，自治体数を に減ら

す計画である

第三に社会

対応と「財政

なる。１．公

障によって

「自己責任の

生活できる社

）
。

保障制度改革であるが，先述

構造改革」推進を調和させ

的保障と私的保障の線引き再

処理するという考え方である

補完としてのナショナルミニ

会を求めて―社会保障改革の基

した利益誘導政治の動揺に

るため，渡辺（ ）によると

検討。これは増大する福祉

。市民の自助努力，市場原理

マムに限る」としている（経

本的考え方―」３頁）。なおここ

より増大する福祉需要への

次の３つの原則が重要と

需要をできるかぎり私的保

を基本とし，公的保障は

済同友会（ ）「安心して

での「ナショナルミニマ

ム」とは「生

２．税による

助努力の補

民営化。福祉

間企業の参

「社会保障制

代 保育・

活保護水準」であり，公的年

公的保障でなく保険原則で

完としての社会的扶助に近い

サービスの提供については，

入を求め，サービスの民営化

度改革」は二宮（ ）によ

介護の社会的支援論」への大

金もこの水準を担当し後は

の対応。「基本的には，国民の

保障は税と考えるべき」（同上

公的措置制度によるのをや

を追求する（渡辺（ ）

ると「 年代 保育・介護の

転換にあたる。この「社会的

私的年金の範疇とされる。

普遍的リスクは保険，自

，５頁）。３．サービスの

めて，市場原理に基づく民

頁）。この三原則による

家族責任論」から「 年

支援論」の特徴はゴール

ド・プラン，

ように，社会

任を希薄化・

保険導入」に

ービスの現物

調達から消費

エンゼル・プラン，ノーマラ

サービスの絶対量削減を求め

縮小する目的をもっている。

よる老人福祉措置制度廃止

供給の制度である。これが廃

者への補助金に変質する。利

イゼーション・プランの「

ないことにある
）
。それはか

「児童福祉法改正」による保

がこれにあたる（同上， 頁

止されることで財政支出は

用者の必要にあわせ完結的

福祉三プラン」に見られる

わりに保育・介護の公的責

育所措置制度廃止，「介護
）
）。「措置制度」とは社会サ

国・自治体によるサービス

なサービス現物供給が商品

（ ）



としての福祉サ

公的責任体制の

いる医療保険制

立命館経済

ービス購入における部分的

決定的な変質・後退である
）
。

度においても， 年医療保

学（第 巻・第４号）

な補助金（介護保険では現行９

さらに現在，措置制度的性格

険改悪による患者負担増（本

割補助）に変わることは

をかろうじて維持して

人３割負担）に加え，混

合医療導入によ

ける公的責任・

められている。

会保障制度の所

（同上， 頁
）
）。

ニ係数，および

計の当初所得の

る医療保障の限定化が企てら

財政措置を削減しながら高齢

医療，介護，年金等社会保険

得再分配機能を垂直的再分配

関野満夫（ ）は，『経済財

その租税・社会保障による再

ジニ係数は 年の から

れている
）
。また以上のような

化，福祉需要増大を口実にし

料の引き上げとサービス利用

から水平的再分配に切り替え

政白書 年版』によりつつ

分配効果の変化を紹介してい

持続的に上昇し 年には

福祉サービス供給にお

た「高負担路線」が進

者負担増大を通じ，社

る方向に向かっている

所得不平等度を示すジ

る
）
。それによると，家

となった。さらに同時

期の租税・社会

も拡大している

第四に税制改

る。既存税制で

の無納税者層が

びに「個人」＝

っそうの緩和，

ステムの総決算

保障による再分配後のジニ係

（同上， 頁
）
）。

革であるが，所得税の累進度

「結果の平等」を重んじた政

生み出された」が，こうし

上層の「活力」を引き出すよ

法人実効税率の急速な引き下

」８頁）とされる
）
。この企業

数は から に上昇し，

緩和や法人実効税率の引き下

治によって「課税最低限の引

たことは廃止し，「弱者」から

うな個人所得税の最高税率の

げがはかられるべき（経済同

・金持減税，大衆増税への変

再分配後の所得不平等

げが強く求められてい

き上げによって，多く

徴収し，他方企業なら

引き下げ，累進度のい

友会（ ）「戦後日本シ

化により， 年から

年にかけて

％から ％

日本企業の公的

の 比を見

国平均が ％

本が ％（

諸国平

に対する個人所得税の

へ ％低下，逆に一般消費

負担水準は国際的に高いとは

ると， 年日本が ％（

（法人所得税 ％，社会保障事

％， ％）， 諸国平均

均を下回っている（関野満夫

比率は ％から ％へ

税は ％から ％へと ％

言えなくなった。法人所得税

法人所得税 ％，社会保障事業

業主負担 ％）であった。し

が ％（ ％， ％）であ

（ ） 頁）。また後藤（

％低下，法人所得税は

増加した。その結果，

と社会保障事業主負担

主負担 ％）， 諸

かし， 年には，日

り，日本の企業負担は

）は，税制や社会保障

制度が所得分配

社会保障・各種

指摘している。

方，政治的に弱

１ ３ 新し

以上のような

機能として垂直的再分配から

公共支出が労働者および中間

そしてこのことが社会保障な

い階層の社会保障・保護を圧

い福祉国家

「利益誘導政治」「構造改革

水平的再分配にその性格を変

階層の間での所得の再分配に

どの制度内容にかんする国民

縮する圧力になるとしている

政治」への対案として「新し

質させることに伴い，

依存することになると

の合意が困難になる一

（後藤（ ） 頁）。

い福祉国家」は「公共

事業」「地方行

いかなる財政構

まず第一に

な柱として「住

の深刻化，自然

失敗，米軍基地

政」「社会保障制度」「税制」

造と所得再分配機能が期待さ

「公共事業」の見直しについて

宅を典型とした生活基盤保障

環境問題の悪化，震災による

周辺の耐え難い住宅・生活環

においてどのような見直し構

れているのか，検討する。

であるが，二宮（ ）は新

型の福祉国家要求」を挙げて

居住コミュニティ崩壊，リゾ

境破壊などを教訓に，生活・

想を提示しているのか。

型福祉国家需要の重要

いる。都市・住宅問題

ート開発など乱開発の

住環境のアメニティ高

（ ）



度化を担う公

盤整備という

けるべきとし

利益誘導政治，構

共投資こそ需要が高まって

名目での公共事業を産業とし

ている。農家に向けられた

造改革政治，新福祉国家（関野）

いるとされる（同上， 頁）。

ての農業保護，国民経済バ

「旧来の政治的保護」という

また後藤（ ）は農業基

ランス維持の内容に振り向

歪んだ投資は「国民経済バ

ランス確保の

地方の農業，

り，この国民

福祉国家建

ス維持」「国

を達成する要

第二に「地

ための産業政策」＋「普遍主義

都市の中小企業を保護するこ

経済の一体性を保障する連関

設の前提とされる。農業保護

民の食生活の安全」「国土保

とされる（後藤（ ） ，

方行政」改革の見直しにつ

的公的社会保障高度化」と

とは国民経済としての連関

・均衡こそ主権国家の経済

は「農村人口の労働と生活の

全と環境保全の機能」「都市の

， 頁
）
）。

いてであるが，後藤（ ）は

して再編すべきとされる。

・均衡を維持する意義があ

・社会コントロールの前提，

擁護」「国民経済のバラン

過密防止」といった課題

構造改革政治の進行，旧

来の中央集権

農村，産業逃

の闘争を前提

ないとされ

体づくり」と

ム＋地方自

１．各地域ご

げ
）
，３．社会

的財政調整・保護・規制の後

避後の地方都市，大都市内

とした，ある種の集団的自助

る（後藤（ ） 頁
）
）。この

して捉えている。社会サー

治」＝「シビル・オプティマム

とに多様なサービス保障，２

サービス供給主体にはゆとり

退により，国内の地域格差

部の低階層地域の放置が進み

と自前の強力なネットワー

ような新しい自治体づくりを

ビスは本来地域性を持ってお

保障（市民生活の最適保障）」が

．社会サービス供給基準の

が必要なこと
）
，という三条

が拡大中であるとしている。

，その結果，「中央政府と

クの形成」が進まざるを得

二宮（ ）は「福祉自治

り，「ナショナル・ミニマ

必要とされる。ここでは

最小限から最適への引き上

件が本来福祉には必要だか

らである（二

第三に「社

地方交付税等

い，雇用・所

ル，女性が家

以外での共働

ス型所得保障

宮（ ） 頁）。

会保障制度」改革の見直しに

を軸とした「利益誘導政治」

得は減少し，地域共同体的，

事・育児・介護を押付けられ

き家族モデルへ移行していく

とスウェーデン型社会サービ

ついてであるが，地方にお

が「構造改革政治」により

大家族的つながりの解体が

福祉を代替する生活は経済

。このような変化は福祉需

ス保障との二重の課題」を

いては公共事業，補助金，

衰退させられる。それに従

進行する。片働き家族モデ

的に成立困難になり，農業

要のあり方として「イギリ

形成する。ながらく「利益

誘導政治」が

の傾向が同

度の見直しが

第四に「税

た社会的間

下げ大衆課税

得不平等化

支配していた地域社会におい

時に進行している以上，「所得

必要なのである。

制改革」の見直しであるが，

接賃金増加，「豊かな社会」の

を緩和し，所得税・法人税を

の進行に対応して，「公平の

ても，家族賃金の動揺，男

保障プラス社会サービス拡充

これは社会保障制度の本質

実現と捉え直す「見直し」で

通じた垂直的所得再分配の

原則」つまり応能負担の租税

女共働きの増大という２つ

」型に向けた社会保障制

を垂直的所得再分配を通じ

ある。まず消費税を引き

ウェイトを引き上げる。所

体系再構築が課題となる

（関野満夫（

割合を下げた

避する諸手段

） 頁）。次に社会保障財源

上で公費（租税）投入の割合

を封じていかなければならな

に占める社会保険のウェイト

を高める。また多国籍企業・

い（後藤（ ） 頁）。

を低め，利用者自己負担

金融グループが課税を回

（ ）



第二章 標

立命館経済

準的カレツキアン・モデル

学（第 巻・第４号）

における政府負債導入――その比較静学――

標準的カレツ

より高い蓄積率

保障費支出を想

モデル分析は

に依拠して行う

和的関係をまず

キアン・モデルの基本性格と

，より高い利潤率を生む」こ

定した係数，政府負債 を導

（ ）

。この標準モデルにおいて，

明らかにする。

は「長期でより高い実質賃金

とである。本章のテーマは，

入した場合の影響を調べるこ

政府負債増大と賃金主導型経

はより高い能力利用度，

この標準モデルに社会

とである。以下の標準

済成長レジームとの親

２ １ 政府

まず最初に政

有効需要式は

この動的バー

ネオケインジ

程式は完全に有

負債 を導入した貯蓄関数，

府負債 を考慮した貯蓄関数

（投資＝貯蓄）， 貯蓄

ジョンであるケンブリッジ方

アン・モデルにおいて，蓄

効需要概念を表現していると

有効需要曲線

を導出する。

性向 粗利潤量より

程式は より

積率 は外生化されている。

解釈しうる。カレツキアン・

よってケンブリッジ方

モデルにおいては，そ

の重要な特徴は

らない。式 よ

ここで政府負

つづいて利潤

投資関数は，

投資関数にある。よってケン

り成長タームで捉えた貯蓄関

債は貯蓄を吸収するので政府

総資本ストックにお

率 そして 働率 を含み

アニマルスピリッツ

ブリッジ方程式は貯蓄関数と

数は次のようになる。

負債を差し引いた貯蓄関数は

ける負債の割合。

成長率 を内生変数とする標

投資決定における 働率に対

して再解釈されねばな

，

準的カレツキアン線形

する反応係数 投

資決定における

この貯蓄関数

この有効需要

２ ２ 利潤

利潤率に対する反応係数とす

と投資関数 を合成し有効

曲線は，経済の総支出，総需

マージン を導入した利潤費

ると，次のとおりである。

需要曲線（

要条件を表している。

用曲線

）を導出。

次に経済の総

国民勘定（

価格水準

ック

書き換えると

生産，総供給水準を表す利潤

）より産出額

実物産出 名目賃金率

費用曲線（ ）

＝賃金コスト＋資本利潤 よ

労働雇用水準 利潤

を導出する。

って

率 実物資本スト

（ ）



ここでブル

労働雇用量

完全能力利

利益誘導政治，構

ーカラー層の可変労働（ ）

は

用での産出 であらわした

造改革政治，新福祉国家（関野）

だけでなく，固定労働（ ）

能力利用度（ 働率）

を導入する

資本・能力

可変労働の

現行産出額

完全能力利

に を代

式 は産出

働率におけ

比率

平均ないし限界生産性

より産出能力に依存した固定

用時の固定労働と可変労働の

入し書き換えて を得る。

１単位あたりの労働コストと

る単位平均コストである。

労働生産性

比率（一定）

利潤の関係で表される価格であり，右辺第１項は現行

この を利

カレツキア

ばならない。

マークアッ

カレツキの

に

潤率 の方程式に書き換え，

ン・モデルは粗利潤マージン

ここでは単純な，単位直接コ

プ価格設定方程式

「独占度」

を代入・整理し利潤費用方程

実質賃金率で表す利潤費用方

で表現される。そのため価

ストへのマークアップ方法

式

程式を得る。

格設定方程式を導入せね

を適用する。

２ ３ 標

カレツキア

どちらかでし

較静学を容易

知る必要があ

フトを導く。

準モデルにおける政府負債

ン・モデルの優れた特徴の

か表れないということである

にする。ここでは係数 変化

る。

グラフの上部分にあるように

結果はより高い ， である

増大の影響

ひとつは，変化する係数（例

。この特徴こそ「標準」モ

の影響を確かめるため，曲

，政府負債 の増大は有効

。

， ）が２つの方程式の

デルである理由であり，比

線がどちらにシフトしたか

需要曲線 の上方シ

した貯蓄関数

政府負債

以上から標

貯蓄関数の下

グラフの上部分において，貯

を求めると次の貯蓄関数 に

増大は を下方シフトさ

準的カレツキアン・モデルに

方シフトを導き，より高い

蓄関数 に利潤費用曲線

なる。

せる。結果はより高い ，

おいて政府負債 増大は有

働率，利潤率，蓄積率をも

を代入し， の関数形に

である。

効需要曲線の上方シフト，

たらすことが明らかである。

またこのモ

保持している

は下方

低下で貯蓄関

蓄積率をもた

デルは標準的カレツキアン・

ことも明らかである。貯蓄

シフトし，より低い 働率，

数 は下方シフト，利潤費

らす。

モデルの基本的性格「節約の

性向 増大で貯蓄関数 は上

利潤率，蓄積率をもたらす。

用曲線 も下方シフトし

逆説」「コストの逆説」を

方シフト，有効需要曲線

実質賃金上昇・独占度

，より高い 働率，利潤率，

（ ）



立命館経済

政府負

学（第 巻・第４号）

債 増大による ， ， 増大

第三章

（ （ ） ，

拡張モデルにおける政府負

を参考に筆者作成）

債増大の影響――その所得再分配効果――

３ １ 政府

これまで標準

で有効需要効果

費用調達を無視

この負債 の

負債 の費

負債 増大による利潤マージ

的カレツキアン・モデルの前

を発揮するメカニズムを確認

することはできない。

費用調達について，想定し得

用調達が基本的に労働者階級

ン変化――その利潤圧縮と有

提の下，政府が負債 を運用

してきた。しかしながら，長

る方法は２つである。

の負担により賄われる方法。

効需要効果

して社会保障費支出等

期にわたって負債 の

同じ社会保障サービス

を受けるために

するケースであ

保障費が軽減さ

負債 の費

ービスを受ける

ースである。こ

，労働者階級が負担する社会

る。この場合，相対的に（あ

れることで，社会的間接賃金

用調達が基本的に資本家階級

ために，企業が負担する社会

の場合，資本家階級・企業が

保険料，自己負担料金，大衆

るいは絶対的にも）資本家階級

の引き下げが行われる。

・企業の負担により賄われる

保険料，法人・資産家への累

負担する社会保障費の増大に

への水平的課税が増加

・企業が負担する社会

方法。同じ社会保障サ

進的課税が増加するケ

より労働者への社会的

（ ）



間接賃金の引

いずれのケ

会保障制度

利益誘導政治，構

き上げが行われる。

ースにおいても，企業と労働

を通じた所得再分配を通じ実

造改革政治，新福祉国家（関野）

者との直接賃金交渉を通じ

質賃金率・独占度 は変化す

た所得分配ではないが，社

る。そうすればネオ・マ

ルクシアン

でなく投資

と利潤費用曲

モデルに変

るケース，

潤費用曲線，

か，確認する

の （ ）

決定における利潤圧縮効果の

線だけでなく投資関数と有効

化することになる。本章の目

利潤マージン を低下させ

有効需要曲線をそれぞれ「

ことである。そして結果とし

らの主張する通り，費用の変

変化として作用する。 の増

需要曲線にも同時におよび

的は，政府負債 増大が 利

るケース，それぞれにおいて

どのような方向に」「どれくら

て，政府負債 増大とそれ

化は有効需要の変化だけ

大と の変化は貯蓄関数

，ここに標準モデルは拡張

潤マージン を増大させ

貯蓄関数，投資関数，利

い」影響（シフト）させる

による社会的間接賃金の増

減が賃金主導

とである。

３ ２ ケ

最初に標準

利潤マージ

に利潤費用

型成長レジームの成立条件を

ース 政府負債増大，利潤マ

モデルを拡張モデルに移行す

ン を取り込んだ新投資関数

曲線 を代入し求められる

高めるのか低めるのかの一

ージン増大，社会的間接賃金

るため（所得再分配による利潤

を設定せねばならない。これ

である。

般的傾向を明らかにするこ

低下の ， への影響

圧縮効果を考察するため），

は標準モデルの投資関数

この投資関

このモデル

このモデル

ると

数 と貯蓄関数 の合成によ

の安定性条件は「有効需要曲

において政府負債 増大によ

り新しい有効需要曲線 が

線の傾き」「利潤費用曲線

り有効需要曲線は上方シフ

得られる。

の傾き」より

トする。 を で偏微分す

つまり政府

この 増大

は何をもた

働率，利潤

ないであろう

と

負債 １単位の投入により，

が労働者負担で行われる場

らすか。このケースが標準的

率は低下すべきである。しか

。

を で偏微分すると

有効需要曲線は の幅で

合，社会的間接賃金低下，実

カレツキアン・モデルの性格

し，そのような結果は以下

上方シフトする。

質賃金率低下（より高い ）

を持つとすれば 上昇で

に示す条件下でしか起こら

ここで

〔 増大によ

の合計〕より

このことは

次に に何

上に見られるように

る 曲線の上方シフト幅

大きくシフトするのなら，

， つまり次の

が起こるかを分析するために

と で与えられた

〕が〔 増大と 増大による

働率 は低下する。

が成立すれば発生する
）
。

と を の関数に書き換え

一定の に対して，もし

曲線の上方シフト幅

る。

（ ）



立命館経済

増大

学（第 巻・第４号）

， 増大による ， ， 低下

（筆者作成）

を で偏微

を で

上

曲線の上方シ

分すると

それぞれ偏微分すると

より実質賃金率下落の結果と

フト幅〕が〔 増大と 増

して利潤率 が下がるために

大による 曲線の上方シフ

は，〔 増大による

ト幅合計〕より大きい

必要がある。

これは成立条

の安定性条

この の初項

この条件式は

件として より
）

件とこの条件式 とを結合す

と終項とを比較し書き換える

条件式 と同じである。

ると

と次の条件式

（ ）



以上の諸条

は

とき，標準的

利益誘導政治，構

件は， 増大とそれによる

（ ， ）より明らか

カレツキアン・モデルに対

造改革政治，新福祉国家（関野）

増大が の低下， の低下を

である。よって 増大とそれ

し，ネオ・マルクシアンが想

導くことを意味し，それ

による 増大が起こった

定（直接賃金交渉による 上

昇）するより

もし が

），実質賃

もし が

なら

また の安

，さらに強い制約が存在する

に比べて「さ

金率低下で 働率 は低下

に比べ

），実質賃金率低下は利潤

定性条件を満たすために，

ことを結論できる。

らに」小さければ（直接賃金交

する。

て「さらに」大きければ（直

率 の低下を導く。

は大きすぎることはできな

渉による 上昇だけなら

接賃金交渉による 上昇だけ

い。

３ ３ ケ

貯蓄関数

つまり政府

この 増大

は何をもた

ース 政府負債増大，利潤マ

下において，このモデルの安

これは安定性条件 と

を で偏微分すると，

負債 １単位の投入により

が労働者負担で行われる場

らすか。このケースが標準的

ージン増大，社会的間接賃金

定性条件は「投資関数の傾き

同じ。

曲線は１の幅で下方シフ

合，社会的間接賃金低下，実

カレツキアン・モデルの性格

低下の ， への影響

貯蓄関数の傾き」より

トする。

質賃金率低下（より高い ）

を持つとすれば 上昇で

働率，成長

ないであろう

投資関数

ここで

大による

曲線上方

率は低下すべきである。しか

。

と貯蓄関数 を で

下に見られるように

曲線上方シフト幅から 増大

シフト幅〕が〔 増大による

し，そのような結果は以下

偏微分すると，

と で与えられた一定の

による 曲線下方シフト幅

曲線上方シフト幅〕よりも

の示す条件下でしか起こら

に対して，もし〔 増

を差し引いた全体としての

大きくシフトするならば，

働率 は

このことは

次に成長率

き換える。

を で偏

をそ

低下する。

より，

に何が起こるかを分析す

微分すると

れぞれ で偏微分すると，

これは と

るために投資関数 と貯蓄

同じ
）
。

関数 を の関数に書

方シフト幅か

ト幅〕が〔

下する。これ

下より実質賃金率下落の結果

ら 増大による 曲線下方

増大による 曲線上方シフ

は成立条件として

これは

として が下がるためには，

シフト幅を差し引いた，全体

ト幅〕よりも大きくシフトす

より

と同じ条件式である。

〔 増大による 曲線上

としての 曲線上方シフ

るならば，成長率 は低

（ ）



の安定性条

この の初項

立命館経済

件と条件式 を結合すると，

と終項を比較し書き換えると

学（第 巻・第４号）

これは と同じ。

次の条件式

これは条件式

以上の諸条件

は 下

き，標準的カレ

昇）するよりさ

もし が

），実質賃金

と同じ。

は， 増大とそれによる 増

（ ， ）より明らかであ

ツキアン・モデルに対し，

らに強い制約が存在すること

に比べて「さらに

率低下で 働率 は低下する

大が の低下， の低下を導

る。よって 増大とそれによ

ネオ・マルクシアンが想定

を結論できる。

」小さければ（直接賃金交渉

。

くことを意味し，それ

る 増大が起こったと

（直接賃金交渉による 上

による 上昇だけなら

もし が

なら

また の安定

３ ４ ケー

前節では政府

る場合を分析し

り一層狭隘，困

に比べて

），実質賃金率低下は成長率

性条件を満たすために， は

ス 政府負債増大，利潤マー

負債増大による社会保障費支

た。結果としてこのケースは

難にするものであることが明

「さらに」大きければ（直接賃

の低下を導く。

大きすぎることはできない。

ジン低下，社会的間接賃金増

出が労働者負担，社会的間接

賃金主導型の協調的成長レジ

らかとなった。それでは全く

金交渉による 上昇だけ

大の ， への影響

賃金低下により賄われ

ームの成立可能性をよ

反対に，政府負債 増

大部分を企業が

るであろうか。

に対してもし

フト幅から 増

ト幅〕より大き

が成立すれば発

負担し社会的間接賃金，実

ここでは 上に見ら

〔 低下による 曲線の下

大による 曲線の上方シ

いシフトであれば， 働率

生する
）
。

質賃金率を増加させる場合（

れるように， と

方シフト幅〕が〔 低下によ

フト幅を差し引いた，全体と

は上昇する。このことは

より低い ）で何が起こ

で与えられた一定の

る 曲線の下方シ

しての 下方シフ

つまり次式

次に に何が

を

と

上

曲線の下方シ

線の上方シフト

利潤率 は上昇

起こるか分析するため

で偏微分したものが 。

をそれぞれ で偏微分

より 増大， 低下の結果と

フト幅〕が〔 低下による

幅を差し引いた，全体として

する。

と を用い分析する

したものが 。

して，利潤率が上がるために

曲線の下方シフト幅か

の 下方シフト幅〕より

）

。

は，〔 低下による

ら 増大による 曲

大きいシフトであれば，

このことは

の安定性条

この の初項

これは条件式

つまり次式 が成

件とこの条件式 とを結合す

と終項を比較し書き換えると

と同じ。

立すれば発生する。

ると，

次の条件式

（ ）



利益誘導政治，構

増

造改革政治，新福祉国家（関野）

大， 低下による ， ， 増大

以上の諸

上（

（筆者作成）

条件は 増大とそれによる

， ）より明らかであ

低下が と の増大を導くこ

る。よって 増大とそれによ

とを意味し，それは

る 低下が起こったとき，

標準的カレツ

る「強い制約

もし が

よる 低下だ

もし が

（直接賃金交渉

また賃金主

キアン・モデルに対し，ネ

」は，むしろ緩和されること

に を加えた範囲

けなら ），実質賃金率上

から を

による 低下だけなら

導型成長レジームを守る上

オ・マルクシアンが想定（直

を結論できる。

の大きさよりも小さい値でさ

昇で 働率 は上昇する。

差し引いた範囲の大きさより

），実質賃金率上昇は利潤

で鍵となる の大きさは，ネ

接賃金交渉による 低下）す

えあれば（直接賃金交渉に

も大きい値でさえあれば

率 の上昇を導く。

オ・マルクシアンの想定

する

をより満たし

３ ５ ケ

よりさらに小さい

易くする。

ース 政府負債増大，利潤マ

下において，このモデルの安

の範囲でよ

ージン低下，社会的間接賃金

定性条件は「投資関数の傾き

いため， の安定性条件

増大の ， への影響

貯蓄関数の傾き」より

（ ）



を で偏

この 増大が

は何をもたらす

立命館経済

微分すると

企業負担で行われる場合，

か。このケースが標準的カ

学（第 巻・第４号）

社会的間接賃金増大，実質賃

レツキアン・モデルの性格を

金率増大（より低い ）

持つとすれば 低下で

働率，成長率

投資関数

ここで

下による 曲

線下方シフト幅

働率 は低下す

このことは

は上昇すべきである。この結

と貯蓄関数 を で偏微

下に見られるように

線下方シフト幅に 増大によ

〕が〔 低下による 曲線

る。

より
）

果は以下に示す条件下で発生

分すると，それぞれ

と で与えられた一定の

る 曲線下方シフト幅を加

下方シフト幅〕よりも大きく

する。

に対して，もし〔 低

えた全体としての 曲

シフトするならば，

これは と

次に に何が

を で偏微

をそれぞ

下

シフト幅に 増

よる 下方シ

これは成立条

同じ条件式。

起こるかを分析するために

分したものが

れ で偏微分したものが

より実質賃金率上昇の結果と

大による 下方シフト幅を

フト幅〕よりも大きくシフト

件として より

と を の関数に書き

して が上昇するためには，

加えた全体としての 下方シ

する必要がある。

換えた を用いる。

〔 低下による 下方

フト幅〕が〔 低下に

これは条件式

の安定性条

この の初項

これは条件式

以上の諸条件

下（ ，

と同じ。

件とこの条件式 とを結合す

と終項を比較し書き換えると

と同じ。

は 増大とそれによる 低

）より明らかである。よっ

ると，

これは と同じ

次の条件式

下が と の増大を導くこと

て 増大とそれによる 低

を意味し，それは

下が起こったとき，標

準的カレツキア

「強い制約」は

もし が

よる 低下だけ

もし が

（直接賃金交渉に

また賃金主導

ン・モデルに対し，ネオ・マ

，むしろ緩和されることを結

に を加えた範囲の

なら ），実質賃金率上昇

から を差

よる 低下だけなら

型成長レジームを守る上で

ルクシアンが想定（直接賃金

論できる。

大きさよりも小さい値でさえ

で 働率 は上昇する。

し引いた範囲の大きさよりも

），実質賃金率上昇は成長率

鍵となる の大きさは，ネオ

交渉による 低下）する

あれば（直接賃金交渉に

大きい値でさえあれば

の上昇を導く。

・マルクシアンの想定

する

をより満たし易

よりさらに小さい

くする。

の範囲でよいため， の安定性条件

（ ）



利益誘導政治，構造改革政治，新福祉国家（関野）

お わ り に

これまで本

て明らかにし

「利益誘導

不効率を伴い

規模な国債発

な財政構造・

稿では「利益誘導政治」「構

た。

政治」は公共事業，補助金・

ながら社会保障を代替する形

行」と「累進型税制」により

再分配構造は，標準的カレツ

造改革政治」「新しい福祉国

地方交付税，各種保護・規制

で所得の再分配を行ってき

大企業・高額所得者により

キアン・モデルおよびその

家」の財政構造を概略とし

という土建国家的歪みと

た。そのための財源は「大

負担されてきた。このよう

拡張モデルの結論からする

と大きな政府

型成長レジ

み・不効率に

２ ３と第三章

「構造改革

（措置制度から

ている。また

増加，給付削

負債の効果，およびその政府

ームの成立可能性を高める。

より福祉国家と比べ代替的

３ ４および３ ５ケース の中

政治」は公共事業改革，地方

補助金へ）で財政支出を見直

少子高齢化や雇用・労働条件

減，大衆課税強化など「逆進

負債が企業により多く負担

ただし，この「大きな政府負

で限定的な所得再分配効果し

間形態）。

行政改革，各種規制緩和・保

しつつ国際競争力強化のため

の悪化による福祉需要の増

型税制」で賄われる。この

される効果により賃金主導

債」・支出は土建国家的歪

か持ち得なかった（第二章

護撤廃，民活型福祉改革

の法人・金持減税に回し

大は社会保険料・自己負担

ような財政構造・再分配構

造は，標準的

の効果，およ

成立可能性を

「新しい福

治の拡充，所

する。またそ

より多く負担

カレツキアン・モデルおよび

びその政府負債が労働者・国

著しく困難にし利潤主導型成

祉国家」は社会サービス給付

得保障＋社会サービス保障型

のための財源は社会的責任に

されることを想定している。

その拡張モデルの結論から

民に負担される効果により

長を促進する（第三章３ ２お

型の公共事業（公共住宅供給

の社会保障改革によって直

則った「累進型の税制」に

このような財政構造・再分

すると限定された政府負債

賃金主導型成長レジームの

よび３ ３ケース ）。

），福祉を軸とする地方自

接的な所得再分配を目標と

より大企業・高額所得者に

配構造は，標準的カレツキ

アン・モデル

債が大企業に

と考えられる

） 後藤

年 約

およびその拡張モデルの結論

より多く負担される効果によ

（第三章３ ４および３ ５ケー

道夫氏は，公共事業費（政府＋

兆円， 年 約 兆円， 年

からすると大きな政府負債

り賃金主導型成長レジーム

ス ）。

注

自治体）の概算水準を 年 約

約 兆円， 年 約 兆円とし

の効果，およびその政府負

の成立可能性を高めるもの

５兆円， 年 約 兆円，

ている。また社会保障支出の

概算水

年

比率が

（

） 渡辺

統合」

補助を

準を 年 約 兆円， 年 約

約 兆円としている（同上，

年で６％， 年で８

） ４， 頁）。

治氏は，利益誘導政治を企業社

と呼称し，それは 年代に

担った後期統合とに分けられる

５兆円， 年 約 兆円， 年

頁）。また後藤（ ）は，行政

％， 年で ％としてい

会統合に組み込めない農村，都市

経済成長基盤育成を担った前期統

としている（後藤，暉峻，進藤，

約 兆円， 年 約 兆円，

投資（公共事業）額の対

る（後藤，暉峻，進藤，渡辺

自営業者の統合，「開発主義

合と 年代に非効率産業への

渡辺（ ） 頁）。

（ ）



） 進藤兵

げ，その

委任事務

立命館経済

氏は「開発主義レジーム」の第一

中でも個別事業官庁による「機関

は 年９月時点で 件， 年４

学（第 巻・第４号）

の柱として「中央事業官庁の開

委任事務＋国庫補助金」事業の

月時点で 件， 年６月時点で

発主義型中央集権制」を挙

増大を指摘している。機関

件， 年６月時点で

件と増加

道具」へ

） 暉峻衆

改良・農

ったこと

） 後藤（

流出を抑

合意を得

） 暉峻衆

し，内容も文部，厚生，農林によ

と変化したことを指摘している

三氏は，高度成長期に国家予算の

業基盤整備等の公共事業であり土

を述べている（後藤，暉峻，進藤

）は高度成長期の農業生産保

え，重化学工業部門の生産財輸入

やすかったとしている（同上，

三氏は， 年代にはコメ過剰，米

るナショナルミニマム構築から

（後藤，暉峻，進藤，渡辺（

１割が農林関係予算に当てられ

建業が盛んになったこと，自民

，渡辺（ ） 頁）。

護，軽工業・地場産業保護は輸

への外貨割り当てを可能にする

頁）。

価低落，農業経営の採算性悪化

通産，建設による「開発の

） ， 頁）。

，そのうちの４割強が土地

党の政権基盤強化につなが

入代替的性格によって外貨

ことで，重化学工業部門の

，「農業の危機」にもかか

わらず，

き，「農家

（ ）に

ている（

） 関野満

おいて

ている。

の水準と

） 後藤道

兼業・農外所得の増大により農家

の危機」にはならなかったとし

よると，農業所得が農家の所得

同上， 頁）。

夫（ ）は，「一般政府総固定

年においても２ ３％台なのに

また日本の政府最終消費支出と社

している（同上， 頁）。

夫氏は，この点につき次のように

所得は都市勤労世帯所得と均衡

ている（後藤，暉峻，進藤，渡辺

に占める比率は， 年の ％

資本形成（公共事業費―用地費）

対し，日本が５％弱を占め，格

会保障移転は 年時点でも欧

述べる。「結局，国民に対する国

ないし若干上回る状況が続

（ ） 頁）。また後藤

から 年には ％に下がっ

」の 比が欧米諸国に

段に公共事業費が多いとし

州大陸諸国の５ ７割程度

家の支援は，企業，業界，

地域経済

す」（後藤

） しかし

控除など

した（後

） 関野満

所得税）

得税・消

を通じて非常に間接的なかたち

，暉峻，進藤，渡辺（ ）

ながら，大企業に対しては貸倒れ

租税特別措置がとられた。 年

藤（ ） 頁）。

夫（ ）は，利益誘導政治期の

を次のような理由によるとする。

費課税負担が求めにくかったこと

で行われる。福祉国家が直接的な

頁）。

準備金制度など各種引当金制度

には租税特別措置による減税額

日本財政の特徴（相対的に大き

１．欧州福祉国家と比べ社会保

，２．大きな公共事業費は民間

支援をするのと対照的で

，特別償却制度，各種税額

は，直接国税比 ％に達

な法人所得税，小さな個人

障給付が少ないため個人所

の投資基盤形成につながっ

たので大

） 暉峻衆

格政策か

わたり総

（ ）

） 進藤兵

合併」期

方，第三

受け皿と

きな法人所得税負担を求めやすか

三氏によると，ウルグアイラウン

らの撤退，関税化を軸とする

額６兆１千億円のウルグアイ

頁）。

氏は地方行政改革の流れを１．

，３．「小泉構造改革」期に整理

セクター型の開発が活性化する。

しての市町村合併推進，道州制，

ったこと，である（同上，

ド交渉は 年 月に合意に達し

農業合意が成立した。その代

ラウンド対策費が計上された

年代「臨調行革型」期，２．

している。１では地方財政，公

２では 年代初めの新行革審で

地方間格差是認などが提起され

頁）。

年には国内助成削減，価

わりに 年以降６年間に

（後藤，暉峻，進藤，渡辺

年代「地方分権から市町村

共事業の総額抑制方針の一

国の事務・権限の地方移管，

， 年，地方分権推進委員

会設置，

税制度，

頁）。

） 二宮（

円削減と

方への税

） 行方久

年には「市町村合併特例法」大

国から地方への税源移譲の三位一

）は 年度予算編成内の

代替財源として臨時的所得譲与税

源移譲先送り，という「さんざん

生氏は 年現在で市町村に対す

改定がなされる。３では「国庫

体」改革が軸となる（後藤，暉

「三位一体の改革」の現状を，１

億円，２．交付税など一般

な結果」としている（二宮（

る地方交付税が総額 兆円，う

補助負担金制度，地方交付

峻，進藤，渡辺（ ）

．国家負担・補助金の１兆

財源 兆円削減，３．地

） 頁）。

ち の市に対し 兆円，

（ ）



の

治体に

） ゴー

利益誘導政治，構

町村に対し 兆円としている。

兆円が投入されているとして

ルド・プランは 年に高齢化

造改革政治，新福祉国家（関野）

そしてこの町村部の人口は

いる（行方，二宮，後藤（

対策の基本計画として策定され，

万人であり，１万人未満の自

） 頁）。

年より新ゴールド・プラ

ン，

ルパー

エンゼ

に改定

「新エ

画とし

施設サ

（

） 児童

年よりゴールド・プラン に

養成などを柱としている（厚生

ル・プランは 年に少子化対

されてきた。保育サービス，子

ンゼル・プランについて」）。ノー

て策定され， 年より新ノー

ービス，予防・リハビリ，雇用

）「新障害者プランについて」）。

福祉法は 年６月に大改定され

改定されてきた。在宅福祉対策，

労働省（ ）「今後５ヵ年間の

策の基本計画として策定され，

育て支援サービスなどを柱とし

マライゼーション・プランは

マライゼーション・プランに改定

促進，ホームヘルパー養成など

た。そこではエンゼル・プランに

老人福祉施設整備，ホームヘ

高齢者保健福祉施策の方向」）。

年より新エンゼル・プラン

ている（厚生労働省（ ）

年より障害者対策の基本計

されてきた。在宅サービス，

を柱としている（厚生労働省

沿って保育サービスの量的拡

充を進

育所運

る（二

）

） 介護

めつつ，措置制度から契約・選

営財源としての措置費」から「

宮厚美（ ）「 世紀福祉戦略

号，９ 頁）。

保険制度に見られる補助金的性

択型利用への切換えが容認されて

民営含む様々な保育所利用者への

と保育制度改革問題」『賃金と社

格とは次のように示すことができ

いる。保育予算は「公立の保

補助金」へ性格を変えつつあ

会保障』 年 月下旬（

る。

） 混合

ス 「

である

月号

）

の国庫

で引き

年金給

医療は，現在の措置制度・現物

特定療養費払い」を拡大し，自由

（二宮厚美・横山寿一（ ）

（ ） 頁）。

年度の年金制度改革は次のよう

負担二分の一への引き上げ。２

上げ。３．「マクロ経済スライド

付額を現役世代所得の ％か

給付としての医療保険制度におい

契約・選択に基づく保険外診療

「日本の社会保障の再構築をどう

な特徴をもっている。１．消費税

．厚生年金保険料を 年度まで

」により被保険者減少，平均余

ら ％に減額。４．老年者控除

て例外的な保険外診療サービ

を相対的に増やしていくこと

構想するか」『経済』 年１

増税を前提にした 年から

毎年 ％づつ， ％ま

命の延びに自動的に対応して，

廃止，公的年金等控除縮小で

歳以

革をど

） ジニ

高いこ

） この

くに重

して低

上夫婦世帯受給者課税最低限度

う見るか 政府案の成立過程と

係数は分配が完全平等ならば０

とを示している。

所得再分配後の不平等拡大につ

要なのが再分配の効果を示す再

下しており，その再分配効果を

を 万円から 万円に引き下げ

問題点」『経済』 年３月号（

，完全に不平等ならば１，１に近

いて関野満夫（ ）は次のよう

分配係数では，租税は 年の

ほとんど消失している」（同上，

（河村健吉（ ）「年金改

） 頁）。

いほど所得分配の不平等度が

な事実を指摘している。「と

％から 年には ％へと一貫

頁）。

（ ）



） 実際，

（所得税

％に引

立命館経済

年には所得税・住民税のフラッ

％，住民税 ％）への引き下げ

き下げられた（関野満夫（ ）

学（第 巻・第４号）

ト化，最高税率 ％（所得税

が実施された。また法人税率も

頁）。

％，住民税 ％）から ％

年から ％， 年から

） 行方氏

還流，と

の地域を

頁）。

） 後藤氏

の とし

「第二期革

の成立，

広い共同

は，都市のサスティナビリティ・

いった社会・経済システムを条件

受益者負担で運営することは「非

は，共産党与党の自治体が 年

，「昔の革新自治体の頃と違って

新自治体」の成功パターンとし

尼崎市のような開発主義破綻＝

の成立，総じて新自由主義改革へ

再生産が農村の確立，そのため

としているとしている。また都

常に無理がある」としている（

時点で ，うち市 ，町村

都市部ではなく農村が多い」と

て 農村部で地方行革・自治体

財政危機を住民福祉削減で乗り

の正面からの抵抗を挙げている

の都市から農村への経済的

市と農村を切断しそれぞれ

行方，二宮，後藤（ ）

， 年以降に成立したも

している。行方氏は，この

合併に反対する幅広い共同

切る地方行革に反対する幅

。反対に構造改革政治と区

別の難し

と指摘し

） 行方氏

めにも交

頁）。

） 二宮氏

保育士を

ンの保育

を劇的に

い，ムダな公共事業中止という旧

ている（行方，二宮，後藤（

は，新潟県加茂市での，特養ホー

付税削減，自治体合併に反対する

はこの反対の事例としてベネッセ

全員１年契約年収 万円前後の

士による技能蓄積でなく保育のマ

切り下げることで官民通じた地域

来型の政策を強調し過ぎた京都

） ， 頁）。

ム待機者ゼロ，介護一部負担金

まちづくりを紹介している（行

による三鷹市の公立保育所受託

契約社員とした。この保育民営

ニュアル依存を進め（専門性低

の労働条件悪化も懸念される。

の事例を「従来型の限界」

ゼロ，それらを実現するた

方，二宮，後藤（ ）

経営を挙げる。ベネッセは

化（公共性後退）はベテラ

下），保育士の収入と待遇

これらは公共性，専門性，

地域性を

） 式

これは

式 であ

） 式

は

） 式

結んだ問題であることが指摘され

式 式 より，

すなわち

る。

式 式 より，

これは すな

式 である。

式 式 より，

ている（行方，二宮，後藤（

よって

わち よって

これは

） 頁）。

より

これは

より

これ

よっ

て

） 式

よって

） 式

式 であ

） 式

り，式

式 これは式 と

式 式 より，

これは

式 式 より，

すなわち

る。

式 式 より，

と同じである。

同じである。

式 である。

よって これ

これは

より，

より，

は

これは式 であ

（

（

）
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）

（ ）

（ ）「利潤圧縮とケインジア

主な参考文献

（ 訳

ン理論」，『資本主義の黄金時代』

（

磯谷明徳，植村博恭，海老

所収，東洋経済。）

（ ）



（

利益誘導政治，構

（ （ ） （ ） （ ）

）『資本論 』新日本出版

（ ）

造改革政治，新福祉国家（関野）

）

社。）

（資本論翻訳委員会訳

資本主

河村健吉

新日本

後藤道夫

収，大

後藤道夫，

リティ

（ 訳 横川信治，野口真，植

義経済の調整』所収，学文社。）

（ ）「年金改革をどう見るか

出版社。

（ ）「新福祉国家論序説」渡辺

月書店。

暉峻衆三，進藤兵，渡辺治（

ーク』 巻所収，旬報社。

（ ）

村博恭訳（ ）「需要，実質賃

政府案の成立過程と問題点」『経

治，後藤道夫編『講座現代日本

）「戦後開発主義国家 その形成

金，経済成長」，『構造変化と

済』 年３月号（ ），

４日本社会の対抗と構想』所

・展開・解体（座談会）」『ポ

後藤道夫

関野満夫

行方久生，

巻所

二宮厚美

労働旬

二宮厚美

会の対

二宮厚美

（ ）「開発主義国家体制」『ポ

（ ）「日本の財政危機と財政構

二宮厚美，後藤道夫（ ）「変

収，旬報社。

（ ）「 世紀福祉戦略と保育制

報社。

（ ）「現代日本の企業社会と福

抗と構想』所収，大月書店。

（ ）『日本経済の危機と新福祉

リティーク』 巻所収，旬報社。

造の転換」『ポリティーク』 巻

革への地域・自治体からの発信

度改革問題」『賃金と社会保障』

祉国家の対抗」渡辺治，後藤道

国家への道』新日本出版社。

所収，旬報社。

」（座談会）『ポリティーク』

年 月下旬（ ）号，

夫編『講座現代日本４日本社

二宮厚美

二宮厚美・

），

渡辺治（

構想』

（ ）「日本経済の構造転換と構

横山寿一（ ）「日本の社会

新日本出版社。

）「帝国主義的改革と対抗の戦

所収，大月書店。

造改革」『ポリティーク』 巻所

保障の再構築をどう構想するか

略」渡辺治，後藤道夫編『講座

収，旬報社。

」『経済』 年１月号（

現代日本４日本社会の対抗と

（ ）


